
2.予算・決算の状況



県税, 
45.5%

地方譲与税, 
6.3%

その他, 
22.8%

県債, 
5.9%

地方交付税, 
10.4%

国庫支出金, 
9.1%

8

令和7年度9月補正後予算 一般会計予算の状況（歳入）
総額2兆2千億円の収入のうち、5割近くを県税収入が占めています。
企業業績の堅調な推移により、法人関係税は増額を見込むほか、個人県民税は賃金の改善などにより増額を見込んで
います。また、地方消費税についても、個人消費や商取引の増加により増額を見込んでいます。
建設地方債は、県有施設の長寿命化対策などにより増加していますが、臨時財政対策債（本来は国が地方交付税として
交付すべき財源の不足分について、県債を発行して賄うもの）が減少し、県債全体としては減額を見込んでいます。

総額

＜県税＞
県税については、定額減税の影響を除くと約639億円の増額と
なります。
法人二税が企業収益の増加により約166億円の増額になるほか、
個人県民税は賃金の改善などにより約179億円の増額になる
ものと見込んでいます。
地方消費税について、個人消費や商取引の増加により
約281億円の増額を見込んでいます。

＜地方交付税等＞
臨時財政対策債を含む実質的な地方
交付税については、国の動向や税収の
増 などを踏まえ、 240 億円 の 減額を
見込んでいます。

＜県債＞
県有施設の長寿命化対策などにより、
建設地方債が約88億円の増額となる一方、
臨時財政対策債が約210億円の減額
（皆減）となり、全体では約122億円の減
額を見込んでいます。

2兆1,957億円

（単位：億円）
前年度比増減R6R7歳 入

8.8%8069,1859,991県 税
9.0%1661,8372,003うち法人関係税

12.6%3462,7473,093うち個人県民税
9.4%2812,9833,264うち地方消費税

15.4%1851,2011,386地方譲与税
▲ 1.3%▲ 302,3202,290地方交付税
▲ 1.3%▲ 302,3102,280うち普通交付税

0.0%01010うち特別交付税
10.3%1871,8132,000国庫支出金

▲ 8.6%▲ 1221,4151,293県 債
7.3%881,2051,293うち建設地方債

▲ 100.0%▲ 2102100うち臨時財政対策債等
▲ 5.4%▲ 2865,2834,997その他（諸収入等）

3.5%74021,21721,957合 計

▲ 9.5%▲ 2402,5302,290実質的な地方交付税
（地方交付税＋臨時財政対策債）

※9月補正後予算で比較



(単位：億円）
前年度

比増減R6R7歳 出
2.1%1095,2825,391人件費
4.6%1653,5633,728社会保障費
0.1%22,3272,329公債費
5.8%1262,1902,316投資的経費
1.8%16895911うち普通建設補助
8.0%881,1031,191うち普通建設単独

14.4%4573,1753,632補助金・負担金・交付金
▲2.5%▲1194,6804,561その他

3.5%74021,21721,957合 計
※9月補正後予算で比較
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令和7年度9月補正後予算 一般会計予算の状況（歳出）
歳出は、人件費を中心とする義務的経費の割合が全体の5割を占めています。
社会保障費については、高齢化の進展等に伴い年々増加しています。
投資的経費については、道路ネットワークの整備や老朽化した県有施設の長寿命化等を進めることから、昨年度対比で増と
なっています。

＜社会保障費＞
高齢化の進展や障害福祉サービス利用者の
増に伴い、給付が増加していることに加え、
保育士等の処遇改善を実施することなどから、
約165億円の増額となっています。

＜投資的経費＞
道路ネットワークなどの社会基盤整備や河川・護岸
改修などの防災減災対策に加え、県立学校などの
県有施設の長寿命化対策を進めていくことから、
約126億円の増額となっています。

歳出（目的別） 歳出（性質別）

総額 総額

＜人件費＞
令和6年度人事委員会勧告に伴う給与改定等に
よる増がある一方で、段階的な定年引上げにより、
令和7年度は定年に係る退職手当を計上しない
ため、約109億円の増額となっています。
県立高校のほか、市町村（政令市を除く）の
小中学校の教職員の人件費についても、制度上、
県が負担しています。

人件費

2兆1,957億円2兆1,957億円

総務費, 
6.7%

民生費, 
17.8%

衛生費・
環境費, 
4.7%
農林水産

業費, 
2.7%商工費・労働費, 

14.7%土木費, 
7.2%

警察費, 
7.0%

教育費, 
18.2%

公債費, 
10.7%

その他, 
10.3%
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令和7年度当初予算の特徴
令和7年度は、3月に知事選挙を控えていたため、人件費、社会保障費などの義務的経費や、年度当初から着手することが
必要な事業を計上した、いわゆる「骨格予算」となっています。
骨格予算においては、危機管理や防災・防犯といった、県民を守ることなどにしっかりと重点を置いた予算を計上しました。

（主な予算事業リストは資料編を参照してください）

千葉経済圏の確立と社会資本の整備（抜粋）
将来を見据えた産業拠点の形成を図るため、県内に新たな投資を呼び込める環境
づくりを推進します。また、立地する企業への補助制度について、特定のエリアに成長
が見込まれる産業分野の工場が立地する場合には補助額を上乗せするなどの拡充
を行います。

5,000万円
10億3,300万円

• 新たな産業・地域づくりに関する推進事業
• 立地企業補助金【一部新規】

農作物の高温対策を進めるため、機械・装置の導入に対して助成するとともに、
水稲や露地野菜に関する技術の検証・基礎研究を進めます。また、県産農林
水産物の新たな販路開拓を支援するほか、新たに開発したノリのブランド化に向けた
取り組みを進めます。

16億9,230万円
500万円
1億4,015万円

• 稼げる農業の推進【一部新規】
• 農作物の高温対策に係る実証事業【新規】
• 「おいしい！千葉の農林水産物」プロモーション事業【一部新規】

北千葉道路や銚子連絡道路、長生グリーンラインなどの整備を進めるとともに、
災害時に備えて緊急輸送道路の法面対策を実施します。また、水道管路の
耐震化を促進するため、水道事業体に対して県独自の補助を行うほか、路線バス
などの地域公共交通の維持・確保に取り組む市町村や公共交通事業者などを
支援します。

569億3,717万円
1億7,300万円
1億5,000万円

• 道路ネットワーク事業（令和6年度2月補正と合わせ）
• 水道管路耐震化促進事業補助金【新規】
• 地域公共交通「リ・デザイン」推進事業【新規】（令和6年度2月補正）

こどもの可能性を広げる千葉の確立（抜粋）
保護者の就労状況にかかわらず利用できる「こども誰でも通園制度」の実施に
向けて、県独自の支援を行い施設整備を進めるほか、慢性的な疾病を抱える児童
などを支援するための相談窓口を設置します。また、児童虐待防止対策を進める
ため、引き続き職員の増員やICTを活用した業務改善などを進め、児童相談所の
機能強化を図ります。

1,900万円
1,296万円
57億4,171万円

• 保育環境整備促進事業【新規】
• 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業【一部新規】
• 児童相談所の機能強化【一部新規】

危機管理体制の構築と安全の確保（抜粋）
被災者が速やかに支援を受けられるようにするため市町村と共同でシステムを運用
するほか、避難所の生活環境を改善するためのトイレカーなどを整備します。また、
視覚障がい者向けの音声対応ハザードマップの導入など防災情報のバリアフリー化を
進めます。

8,100万円
1億2,000万円
950万円

• 被災者支援システム運用事業【新規】
• 地域防災緊急整備事業【新規】（令和6年度2月補正）
• 防災情報バリアフリー化事業【新規】

激甚化する災害から県民の生命・財産を守るため、河川改良や海岸保全施設の
整備、土砂災害対策や農地防災対策に取り組みます。

298億2,217万円
30億9,945万円
43億5,164万円

• 河川・海岸・砂防事業（令和6年度2月補正と合わせ）
• 農地防災事業
• 一宮川流域浸水対策特別緊急事業（令和6年度2月補正と合わせ）

犯罪を防止するため、市町村などによる防犯カメラの設置数を増やすとともに、
防犯資機材などの整備に対して新たに支援します。また、交通安全を推進するため、
飲酒運転の根絶や、自転車のヘルメット着用率の向上を目指した広報啓発を強化
します。

1億8,600万円
1億800万円
3,403万円
9,980万円

• 市町村防犯カメラ等設置事業補助（令和6年度2月補正と合わせ）
• 地域防犯力向上支援事業【新規】（令和6年度2月補正）
• 飲酒運転根絶対策事業【一部新規】
• 自転車安全利用の促進【一部新規】

※令和6年度2月補正予算で計上した事業も一部含めて記載しています。
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令和7年度6月補正予算の特徴
令和7年度6月補正予算は、産業の振興や道路ネットワークの整備など今後の千葉県の発展に不可欠な事業や、教育環境
の充実やこども・若者の支援をはじめ、「医療・福祉の充実」「環境対策の推進、文化・スポーツ振興」など、「千葉の新たな
飛躍」に向けた事業を計上しています。

（主な予算事業リストは資料編を参照してください）

社会資本の充実・防災基盤の整備（抜粋）
県民生活の利便性向上や県内経済の活性化を図るため、北千葉道路、銚子連絡
道路、長生グリーンラインなどの道路ネットワークの整備をより強力に進めます。また、
洪水、高潮、土砂災害対策のため、一宮川をはじめとした河川の改良や海岸・砂防
施設を整備します。

249億2,652万円
145億4,405万円

• 道路ネットワーク事業
• 河川・海岸・砂防事業

大規模災害で被災した際の早期復興に備えて市町村が進める「事前復興まちづくり
計画」策定のための支援を行います。2,400万円• 事前復興まちづくり計画策定支援事業（令和7～8年度）【新規】

産業の振興（抜粋）
新たな市場を切り開くことが期待されるスタートアップ企業と、大企業・投資家などとの
交流会や企業向けセミナーを定期的に開催し、コミュニティの形成や新たなビジネス
創出につながる協業のきっかけづくりに取り組みます。

1億円• スタートアップ総合支援拠点事業【新規】

中小企業の人材確保などを促進するため、従業員の奨学金返還を支援する企業に
対し助成します。また、働く若者のキャリアアップを支援するため、ＳＮＳによる相談
窓口を開設するほか、就職氷河期世代を含むミドル世代（概ね40歳～59歳）を
対象としたキャリアコンサルティングやセミナーを開催します。

2,000万円
5,059万円

• 中小企業の人材確保に向けた奨学金返還支援事業【新規】
• 働く若者・現役世代応援事業【新規】

養老渓谷温泉郷において、観光コンテンツの造成や交通利便性の向上に向けた
実証事業などを実施します。2億5,000万円• 千葉の自然を活用した観光地域づくり促進事業【新規】

新規就農者の確保・育成を図るため、機械・施設の導入などに対する助成対象者を
拡大します。また、新規漁業就業者の確保・定着を図るため、就業体験や技術研修、
漁船・漁具の導入支援を充実させるとともに、外部人材を活用し、水産系高校の
魅力向上に向けた検討を進めます。

1億3,850万円
7,185万円
1,100万円

• 新規就農者等に対する資金支援
• 漁業の担い手確保・育成総合対策事業【一部新規】
• 水産系高校魅力化アドバイザー事業【新規】

教育、こども・若者施策の充実（抜粋）
私立学校の運営費などに対する県の補助を拡大し、私学教育の振興と保護者負担
の軽減を図ります。また、高校生などへの授業料支援について、所得制限により制度の
対象外となっていた生徒も対象とします。

208億2,599万円
53億6,100万円

• 私立学校経常費補助
• 私立高等学校等就学支援事業・公立高等学校等就学支援事業

【一部新規】
児童生徒の学力向上のため、一部の県立高校・特別支援学校に電子黒板を試験
的に導入します。また、不登校児童生徒の多様な学びの場の充実を図るため、フリー
スクールの活動を支援するほか、インターネット上の仮想空間（メタバース）に交流の
場を設けるモデル事業を実施します。

1億2,210万円
5,538万円

• 電子黒板導入事業【新規】
• 不登校児童生徒の教育機会確保事業【一部新規】

若者の仲間づくりを推進するため、企業・団体・市町村などと連携して、趣味などを
きっかけとした仲間づくり・出会いの場の創出に取り組みます。7,200万円• 若者の仲間づくり支援事業（ミラチバ プロジェクト）【新規】
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一般会計決算収支の推移
社会保障費などの義務的経費は年々増加しているものの、県税収入が概ね堅調に推移しており、また、執行段階での経費
節減や既存事業の見直しなどにも取り組んだ結果、近年の実質収支は60～80億円前後の黒字で推移しています。
令和2～3年度は、新型コロナウイルス感染症対応経費が大幅に増加しましたが、その財源の多くは国庫支出金であったことなど
から、収支に大きな影響はなく、黒字を維持しています。
令和4～5年度は、新型コロナウイルス対応経費が大幅に減少したことから、歳入歳出ともに規模は減少しています。

※ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度へ繰り越すべき財源
※ R2～R6の実質収支は、新型コロナウイルス感染症に係る交付金等の国への返還分を控除した額
※ 平成18年度から、地方消費税の清算に係る特別会計を設置するとともに、借換債を特別会計県債

管理事業に計上することとし、一般会計の実質的な規模を示すようにした
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【歳入】 県税収入の推移
平成19年度以降、三位一体改革による税源移譲や、住民税の定率減税の廃止の影響により、個人県民税の割合が大きく
増加しています。
特別法人事業譲与税を含む法人関係税は、平成20年9月のリーマンブラザーズの破たんに端を発した景気低迷の影響等
により、平成21年度以降、税収が大幅に落ち込んだものの、その後は徐々に回復し、堅調に推移していました。
令和元年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響により不透明な状況が続いてきましたが、近年では、社会経済活動の
段階的な再開により法人関係税が改善したほか、円安に伴う輸入額の増により地方消費税も増収傾向にあり、令和7年度
も、全体として1兆円を超える収入を見込んでいます。

※ R6まで決算額、R7は9月補正後予算額

（億円）

地方消費税

その他の税

個人県民税

法人2税+特別法人事業譲与税

国から地方への
税源移譲

↑リーマン・ブラザーズ経営破たん H20.9



人件費の推移
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【歳出】 人件費の推移
職員数の適正管理に取り組むとともに、様々な任用・勤務形態の職員の最適配置を通じて、組織全体の業務処理能力の
最大化を図るほか、給与水準の適正化にも取り組んでいます。
人件費については、人事委員会勧告に伴う給与改定による増や、会計年度任用職員制度の導入による増がある一方で、
職員の若返り等による減もあることから、近年は横ばいで推移しています。なお、令和5年度から定年の段階的な引き上げを
実施しています。

※ R6まで決算額、R7は9月補正後予算額

＜職員数の増減について＞
児童相談所の体制強化や、新型コロナウイルス感染症対応への対応などにより、一般行政職員は
増となっています。
平成29年度以降は、教職員の給与負担が指定都市に移譲されたことに伴い、千葉市の公立校の
教職員を控除しています。
警察職員は、部隊の再編成等に伴い減となっています。

（億円）

（人）

（人）

年齢別職員数の状況(R6.4.1現在)

職員数の推移

1,683 1,690 1,812 1,966 1,946 1,792 1,798 1,788 1,880 
1,640 1,578 

920 

0

500

1,000

1,500

2,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

定年退職者数の推移

令和5年度から定年の段階的な
引き上げを実施しているため

職員数の推移（人）
年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6
一般行政 7,223 7,317 7,548 7,670 7,680 7,732 509 (7.0%)
教育 34,875 34,870 35,026 34,982 34,931 35,180 305 (0.9%)
警察 12,649 12,518 12,349 12,264 12,259 12,270 ▲379 ﴾▲3.0%﴿
公営企業等 3,502 3,598 3,662 3,660 3,676 3,722 220 (6.3%)
計 58,249 58,303 58,585 58,576 58,546 58,904 655 (1.1%)

過去5年間の増減数（率）

282 

3,494 

6,995 7,202 7,404 
6,425 

5,654 
4,670 4,248 4,353 4,757 

3,420 

~20歳 20~23 24~27 28~31 32~35 36~39 40~43 44~47 48~51 52~55 56~59 60歳~

619 577 604 596 614 627 627 649 658 669 682 702 738 740 

3,489 3,303 3,432 3,446 3,454 3,085 3,065 3,044 3,005 2,951 2,976 2,983 3,090 3,232 

1,105 
1,049 1,110 1,124 1,128 

1,154 1,154 1,136 1,116 1,098 1,106 1,123 1,173 1,213 

632 
597 554 577 565 

496 486 475 487 424 410 172 385 206 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

知事部局 教育委員会 警察本部 退職手当
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【歳出】 社会保障費の推移
社会保障費は、高齢化の進展等や子育て支援制度の拡充等に伴い、直近10年間で1.5倍強となっています。
令和６年度決算においても、高齢化の進展による介護や医療に係る県負担金の増加、幼児教育・保育施設の整備が進んだ
ことに伴う事業費の増加などにより、前年度と比べ約139億円増加しています。

社会保障費の推移 近年の社会保障関係経費の状況

（億円）

10年間で約1.5倍

（金額：億円、伸び率：％）

※ R6まで決算額、R7は9月補正後予算額

※ R6まで決算額、R7は9月補正後予算額

2,292
2,4792,5822,6832,719

2,905
3,015

3,174
3,317

3,463
3,589

3,728

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

R7R6R5R4R3R2R1H30事業名分野名
618591574531516472489461金額後期高齢者医療

給付費負担金医療 4.63.08.12.99.3▲3.56.14.3伸び率
172168158136131122118104金額後期高齢者広域連合

経営安定化対策事業医療 2.46.316.23.87.4 3.4 13.5 5.1 伸び率
734716681660640624595571金額介護給付費負担金介護 2.55.13.23.12.64.94.23.8伸び率
312302271239223209164125金額施設型給付費子育て 3.311.413.47.26.727.431.26.8伸び率
345332295270251230217200金額自立支援給付費負担

金その他 3.912.59.37.69.16.08.57.5伸び率
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585 673 644 504 600 638 573 626 601 717 828 716 818 900 1,020 

1,293 
120 

269 270 235 

671 
606 

596 
924 

1,494 
2,003 

1,802 

1,758 

1,848 

1,723 
1,273 

1,126 
1,195 1,145 

1,103 
1,232 

1,766 

674 

460 208 

1,541 
1,463 

1,690 

1,990 

2,474 
2,588 

2,475 
2,402 

2,352 2,323 

1,911 
1,699 

1,821 
1,746 

1,820 

2,060 

2,482 

1,492 
1,360 

1,228 
1,293 
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建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債、減税補てん債等

870 737 825 796 745 
585 673 644 504 600 638 573 626 601 717 828 716 818 900 1,020 

1,293 

1,624 
1,473 

1,443 
1,326 

1,428 
1,255 1,313 

1,212 
1,281 1,296 

1,368 
1,262 1,332 

1,415 
1,564 

1,586 1,612 
1,577 

1,761 

1,987 
2,101 

0

500

1,000
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2,000

2,500

3,000
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普通建設事業費 建設地方債

普通建設事業費と建設地方債発行額（新発債）の推移
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県債発行額（新発債）の推移

建設地方債については、これまで新規投資を抑え、発行を抑制してきたものの、近年は、道路や橋りょうなどの社会資本の整備
や老朽化してきた県有施設の長寿命化などを進めていることから、増加基調で推移しています。
本来は国が地方交付税として交付すべき財源の不足分について、県債を発行して賄う臨時財政対策債の割合が大きくなって
いますが、近年は臨時財政対策債の発行額は減少しており、令和7年度当初予算ではゼロとなりました。

※R6までは決算額、R7は9月補正後予算額

県債発行額(新発債)の推移 (建設地方債＋臨時財政対策債等＋退職手当債)

（億円）

※ 普通建設事業費は当初予算（骨格予算編成時は6月補正後）
※ 建設地方債はR6までは決算額、R7は9月補正後予算額



16,933 
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5,975 
13,687 17,236 

17,472 

17,739 

17,976 
17,552 

16,909 
15,940 

14,746 

23,744 

29,392 
30,679 

30,635 
30,720 

30,656 
30,033 

29,292 
28,420 

27,609 

H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

18,576 17,288 15,496 

15,379 

15,386 

15,528 

15,717 

15,640 

15,927 

16,282 

859 
1,037 

897 800 734 713 695 677 658 649 

6,241 

14,409 19,360 
19,795 

20,292 
21,301 

21,070 

20,468 
19,683 

18,806 

25,676 

32,734 

35,753 
35,974 

36,412 
37,542 

37,482 
36,785 

36,268 
35,737 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H17H18H19H20 H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債・減税補てん債等
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県債残高の推移
建設地方債については、平成16年度をピークに減少に転じましたが、建設地方債発行の増加基調に伴い、今後は概ね横ばい
で推移する見込みです。
臨時財政対策債については、県としては残高のコントロールが難しく、依然として大きな割合を占めていますが、近年は発行額の
減少に伴い残高も減少しています。

※ R6まで決算額、R7は9月補正後予算額
※ 19年度に区画整理事業を特別会計に移行させたため、建設地方債残高から同事業分の残高を控除

（年度）

実質的な県債残高
（満期一括償還債の基金積立分を除いた残高）

県債残高
（億円）



472 470 470 466 506 541 913 955 987 1,037 475 119 223 170 129 322 179 129 
424 490 490 466 

363 355 523 518 564 708 712 686 

1,086 1,309 1,262 1,469 
1,354 319 319 319 
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319 319 319 
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7,670 7,690 

8,027 
8,315 

1,259 
913 

756 
606 

594 
555 

547 
644 

613 578 569 

528 

551 669 
668 

582 
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財政調整基金
災害復興・地域再生基金
県有施設長寿命化等推進基金
社会資本整備等推進基金
減債基金（将来の公債費負担軽減のための積立分）
県債管理基金（満期一括償還のための積立分）
その他の基金
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基金残高の推移
県債の将来の償還に備えて一定のルールにより「県債管理基金」（ピンク色）に積み立てを行っており、県債に満期が来た
場合には基金を取り崩して償還できるよう準備しています。※積立ルールの詳細は「4 資料編」の「県債の償還について」を参照

このほか、年度間の財源調整のための「財政調整基金」や、災害時の復旧復興などに活用可能な「災害復興・地域再生
基金」、老朽化した県有施設の長寿命化のための「県有施設長寿命化等推進基金」などにも積み立てを行っています。

※ R6まで決算額、R7は9月補正後予算

（億円）
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健全化判断比率の推移
実質公債費比率および将来負担比率は、いずれも早期健全化基準※を下回っており、令和６年度は、前年度比で、実質
公債費比率が0.1ポイント増加、将来負担比率が5.2ポイント改善しています。
令和５年度決算の全国順位は、良い方から数えて、実質公債費比率は５番目、将来負担比率は８番目に位置しています。
※国が定める早期健全化基準（実質公債費比率25.0％、将来負担比率400.0％）を上回った場合は、法の規定に基づき、財政健全化計画を議会の議決を

経て定め、速やかに公表するとともに、計画の進捗も議会に報告しなくてはならない。

全国平均
全国平均

※ 実質公債費比率…地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、
その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの

※ 将来負担比率…地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、
その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの

将来負担比率の推移実質公債費比率の推移
（％） （％）
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財政力指数の推移経常収支比率の推移
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経常収支比率・財政力指数の推移
経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するための指標であり、低いほど弾力性があることを示すものです。
令和６年度は、社会保障関係経費が増加する一方、県税収入や地方交付税の増加等により、前年度比で2.2ポイント減少し
94.5%となりました。
財政力指数は、普通交付税にどれだけ頼らずに財政運営をしているかを示すものであり、大きいほど財政力が高いことを示すもの
です。千葉県は全国平均を大きく上回っており、令和５年度は東京都、愛知県、神奈川県に次いで、全国で４番目となって
います。

全国平均

全国平均

（％）

県税収入が過去最大となったことに
加え、国税収入の増で地方交付税も
大幅増となったことで一時的に改善


